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人事行政の運営等の状況について公表　します 市では、職員数や給与、定員管理そのほかの人事行政の運営などの状況について
みなさんに知っていただくために、次のとおり公表します。
※平成23年度の内容は、合併前の鳩ヶ谷市分を含みません。
詳細は、市ホームページで公表しています。

1　採用（平成24年度）

1　職員の給与

２　平均給料月額（平成25年4月1日現在） 

（1） 人件費（平成24年度普通会計決算） 単位：千円

（2） 職員給与費（平成25年度一般・特別会計当初予算） 単位：千円

5　部門別職員数（平成25年4月1日現在）
６　特別職の報酬など（平成25年12月1日現在）  

■４　職員の分限および懲戒処分の状況
職員の分限および懲戒処分（平成24年度）

１　研修の概要（平成24年度）
3　級別職員構成（平成25年4月1日現在）

4　年齢別職員構成（平成25年4月1日現在）

2　退職（平成24年度）

行政職・保育士・消防職 など
医師
医療技師
看護師・助産師・保健師
現業職（技能労務職）
教育職
学校事務職
再任用

計

116人 
15人 
1人 

37人 
7人 

46人 
5人 

329人 
556人

行政職・保育士・消防職 など
医師
医療技師
看護師・助産師・保健師
現業職（技能労務職）
教育職
学校事務職
再任用

計

167人 
15人 
7人 

36人 
3人 

60人 
8人 

329人 
625人

一般行政職

人数（人）
構成（％）

部長

26
1.7

次長

53
3.5

課長

98
6.5

課長
補佐
211
14.0

係長

397
26.4

主任

372
24.7

主事・
技師
291
19.3

主事補・
技師補

58
3.9

年齢

人数（人）
構成（％）

住民基本台帳人口
（平成24年度末）

５　職員の手当
（1）期末手当・勤勉手当（平成25年12月1日現在）

（6）そのほかの手当（平成25年12月1日現在）

（2）退職手当（平成25年4月1日現在）

（3）地域手当（平成25年4月1日現在）

区　分
期末手当
勤勉手当

一人あたり平均支給額

区　分

勤続20年
勤続25年
勤続35年

最高支給率
一人あたり平均支給額

川口市
23.03月分
32.83月分
46.55月分
55.86月分
8,529千円

種　類

支給実績

対象職員 支給単価
防疫作業手当
清掃業務手当
下水道業務手当
自動車運転業務手当
土木作業手当

健康増進部など
環境部など
下水道部など
各職員
建設部など

1日320円
廃棄物処理1日570円、そのほか1日210円
沈砂池清掃1日570円、そのほか1日210円
大型トラック1日550円など
1日440円

普　通

支給実績（平成24年度一般・特別会計決算） 1,290,463千円

支給実績（平成24年度一般・特別会計決算） 96,472千円

国
23.03月分
32.83月分
46.55月分
55.86月分

－

川口市
勧奨・定年

国

－

28.7875月分
38.955月分
55.86月分
55.86月分

28,733千円

28.7875月分
38.955月分
55.86月分
55.86月分

川口市 国

－

2.6月分
1.35月分

1,507千円

2.6月分
1.35月分

区　分
川口市

国
川口市

国

大学卒
高校卒
高校卒

川口市
181,200円
150,500円
150,500円

国
181,200円
140,100円
137,200円

川口市
196,800円
162,300円
162,300円

国
200,000円
149,800円
146,700円

平均年齢
41.3歳
43.1歳
43.8歳
49.9歳

平均給料月額
332,047円
332,446円
329,316円
286,850円

一般行政職

現業職
（技能労務職）

３初任給（平成25年4月1日現在）

４経験年数別・学歴別平均給料月額（平成25年4月1日現在）

区　分 初任給 ２年後の給料

現業職（技能労務職）

大学卒
高校卒
高校卒

区　分 経験年数10年
260,334円
226,200円
232,467円

経験年数15年
301,908円
273,175円
279,633円

経験年数20年
365,310円
304,978円
322,200円

一般行政職

一般行政職

現業職（技能労務職）

581,170人

歳出額（A）

169,220,581

実質収支

18,224,592

人件費（B）

29,344,943

人件費率（B/A）

17.3％

平成23年度
人件費率

職員数（A） 給料
給与費

職員手当（退職手当を除く） 期末・勤勉手当 計（B）
一人あたり給与費

（B/A）
3,362人

再任用短時間勤務職員を含みません。

一人あたり平均支給額は、平成24年度に一般・特別会計の一般職に支給された平均額です。

種　類

扶養手当

住居手当

通勤手当

区　　分 給　　料

議員報酬

期末手当

配偶者
配偶者以外
借家・借間
持家
交通機関や自動車などを利用

市長
副市長
議長
副議長
議員
市長・副市長
議長・副議長・議員

月額　1,146,000円（974,100円）
月額　　942,000円（800,700円）

月額　728,000円
月額　664,000円
月額　621,000円
　　　　  3.0月分
　　　　  3.7月分

金　　額

このほかに、管理職手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当などがあります。

勤務時間
休憩時間

区　分

２　職員の勤務成績の評定方法（平成25年4月1日現在）

目　　　的

対　象　者
評定基準日

区　分
短期給付
長期給付
福祉事業

内　　容
職員と被扶養者の病気・けが・出産などに対する給付
職員の年金などの給付
健康の保持増進事業など

区　分
公務災害
通勤災害

区　分
勤務条件に関する措置の要求
不利益処分に関する不服申立て

件数
40件
12件

件数
0件
1件

派遣研修

研修内容など 人　数

1,602人

1,586人
3,188人

84人
101人
14人
3人

202人
3,390人

一般研修
階層別

専　門

２　休暇（平成25年4月1日現在）

１　勤務時間（平成25年4月1日現在）

３　年次有給休暇の取得

５　育児休業など（平成24年度）

４　時間外勤務

種　　類
年次有給休暇

病気休暇

日　　数
1年（年度）につき最高20日付与
医師の証明などで最低限必要と認められる日数
7日間
産前7週間、産後8週間
1回につき1日の範囲内で、そのつど必要と認める時間
勤務の始め・終わりに1日につき1時間まで
生後1年に達しない子を育てる場合、1日2回各30分
続柄に応じて定める日数

結婚
産前、産後
妊婦の通院
妊婦の通勤緩和
育児時間
忌引

主な
特別休暇

区　分
平成24年度
平成23年度

区　分
育児休業

育児短時間勤務
部分休業

処分内容

職員の服務（平成24年度）
区　分

職務専念義務免除
営利企業等従事許可

件数
14件
2件

主な理由
国民体育大会参加など
研修講師など

人数
41人

処分内容 人数
1人
0人
3人

懲戒処分
免職
停職
減給

分限処分 休職

男性
3人
0人
0人

女性
172人
21人
38人

計
175人
21人
38人

平均取得日数
12.0日
11.4日

区　分
平成24年度
平成23年度

1月あたり平均時間
11.1時間
12.8時間

  8:30 ～ 17:15
12:00 ～ 13:00

市長・副市長は、給料の15％を削減して支給（上記カッコ内の額）しています。

支給実績は、一般職の職員に支給された額です。

（4）特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

平成24年度
799,424千円

平成23年度
929,313千円

（5）時間外勤務手当（一般・特別会計決算）

このほかに、出場手当、公害調査業務手当などがあります。

14,066,455 3,711,329 5,528,452 23,306,236 6,932

19.2％

20歳
未満

15
0.4

20 ～
23歳
188
4.5

24 ～
27歳
494
11.7

28 ～
31歳
412
9.8

32 ～
35歳
454
10.8

36 ～
39歳
510
12.1

40 ～
43歳
611
14.5

44 ～
47歳
427
10.1

48 ～
51歳
391
9.3

52 ～
55歳
318
7.6

56 ～
59歳
377
9.0

60歳
以上

7
0.2

部門
区分 職員数（人） 主な増減理由

一般行政
部門

議会
総務企画

税務
民生
衛生
労働

農林水産
商工
土木
小計
教育
消防
小計
病院
水道

下水道
その他
小計

17
393
135
723
369

8
14
48

259
1,966

586
540

1,126
753
102
70

187
1,112
4,204

対前年
増減数

0
▲17
▲3
10

▲6
0
0

▲2
▲9

▲27
▲12
▲3

▲15
27

▲1
▲4
▲4
18

▲24

特別行政
部門

公営企業等
会計部門　

合　計

外国人登録制度の廃止、合併後の職員配置の見直し
合併後の職員配置の見直し
ケースワーカーの増員、保育業務の充実
合併後の職員配置の見直し

事業の終了による減員
合併後の職員配置の見直し

合併後の職員配置の見直し
合併後の職員配置の見直し

医師、医療技術者、看護師等の増
職員派遣期間終了による減
合併後の職員配置の見直し
合併後の職員配置の見直し

条例による定数は4,403人

一人あたり平均支給額は、平成24年度に退職した一般・特別会計の一般職に支給された平均額です。
このほかに、在職時の役職による加算があります。また、勧奨退職は、定年残年数1年につき2パーセント
の加算を行っています。

職員の勤務時間は、一週間あたり38時間45分です。
一部の職場では、その実状に応じ勤務時間の割振り
の変更を行っています。

平均取得日数は、市長事務部局の
職員の平均取得日数です。

月額　13,000円
月額 6,500円
月額　28,000円（限度額）
月額　 6,500円

運賃等相当額又は距離に応じた額（月55,000円限度）

■１　職員の任免・職員数の状況

■３　職員の勤務時間・そのほかの勤務条件の状況 ■６　職員の研修および勤務成績の評定の状況

■２　職員の給与の状況

■　５職員の服務の状況

■７　職員の福祉および利益の保護の状況

■８　勤務条件に関する措置の要求、不利益処分に関する不服申立ての状況

１　共済制度の概要（平成24年度）

公平委員会の業務（平成24年度）

２　公務災害の発生（平成24年度）

問い合わせ…職員課　A048-259-9033・048-258-4804　E048-258-1122
　　　　　　部門別職員数…行政管理課　A048-258-1640　公平委員会の業務…公平委員会　A048-259-9021

主事補・技師補級
主事・技師級
主任級
係長級
課長補佐級
課長級
接遇、人権問題、メンタルヘルス、セクシュアル・ハラスメント防止など
　　　　　　小　計
自治大学校・大学院など
彩の国さいたま人づくり広域連合
講師養成研修など
そのほか
　　　　　　小　計
　　　　　　合　計

公務員ルール、接遇、法制度など
公務員倫理など
政策法務など
経営能力養成など
コーチングなど
リスクマネジメントなど

勤務成績の評定を実施し、その結果を昇任、研修、人事異動などに
活用しています。
部長職を除く全職員
原則10月1日
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人事行政の運営等の状況について公表　します 市では、職員数や給与、定員管理そのほかの人事行政の運営などの状況について
みなさんに知っていただくために、次のとおり公表します。
※平成23年度の内容は、合併前の鳩ヶ谷市分を含みません。
詳細は、市ホームページで公表しています。

1　採用（平成24年度）

1　職員の給与

２　平均給料月額（平成25年4月1日現在） 

（1） 人件費（平成24年度普通会計決算） 単位：千円

（2） 職員給与費（平成25年度一般・特別会計当初予算） 単位：千円

5　部門別職員数（平成25年4月1日現在）
６　特別職の報酬など（平成25年12月1日現在）  

■４　職員の分限および懲戒処分の状況
職員の分限および懲戒処分（平成24年度）

１　研修の概要（平成24年度）
3　級別職員構成（平成25年4月1日現在）

4　年齢別職員構成（平成25年4月1日現在）

2　退職（平成24年度）

行政職・保育士・消防職 など
医師
医療技師
看護師・助産師・保健師
現業職（技能労務職）
教育職
学校事務職
再任用

計

116人 
15人 
1人 

37人 
7人 

46人 
5人 

329人 
556人

行政職・保育士・消防職 など
医師
医療技師
看護師・助産師・保健師
現業職（技能労務職）
教育職
学校事務職
再任用

計

167人 
15人 
7人 

36人 
3人 

60人 
8人 

329人 
625人

一般行政職

人数（人）
構成（％）

部長

26
1.7

次長

53
3.5

課長

98
6.5

課長
補佐
211
14.0

係長

397
26.4

主任

372
24.7

主事・
技師
291
19.3

主事補・
技師補

58
3.9

年齢

人数（人）
構成（％）

住民基本台帳人口
（平成24年度末）

５　職員の手当
（1）期末手当・勤勉手当（平成25年12月1日現在）

（6）そのほかの手当（平成25年12月1日現在）

（2）退職手当（平成25年4月1日現在）

（3）地域手当（平成25年4月1日現在）

区　分
期末手当
勤勉手当

一人あたり平均支給額

区　分

勤続20年
勤続25年
勤続35年

最高支給率
一人あたり平均支給額

川口市
23.03月分
32.83月分
46.55月分
55.86月分
8,529千円

種　類

支給実績

対象職員 支給単価
防疫作業手当
清掃業務手当
下水道業務手当
自動車運転業務手当
土木作業手当

健康増進部など
環境部など
下水道部など
各職員
建設部など

1日320円
廃棄物処理1日570円、そのほか1日210円
沈砂池清掃1日570円、そのほか1日210円
大型トラック1日550円など
1日440円

普　通

支給実績（平成24年度一般・特別会計決算） 1,290,463千円

支給実績（平成24年度一般・特別会計決算） 96,472千円

国
23.03月分
32.83月分
46.55月分
55.86月分

－

川口市
勧奨・定年

国

－

28.7875月分
38.955月分
55.86月分
55.86月分

28,733千円

28.7875月分
38.955月分
55.86月分
55.86月分

川口市 国

－

2.6月分
1.35月分

1,507千円

2.6月分
1.35月分

区　分
川口市

国
川口市

国

大学卒
高校卒
高校卒

川口市
181,200円
150,500円
150,500円

国
181,200円
140,100円
137,200円

川口市
196,800円
162,300円
162,300円

国
200,000円
149,800円
146,700円

平均年齢
41.3歳
43.1歳
43.8歳
49.9歳

平均給料月額
332,047円
332,446円
329,316円
286,850円

一般行政職

現業職
（技能労務職）

３初任給（平成25年4月1日現在）

４経験年数別・学歴別平均給料月額（平成25年4月1日現在）

区　分 初任給 ２年後の給料

現業職（技能労務職）

大学卒
高校卒
高校卒

区　分 経験年数10年
260,334円
226,200円
232,467円

経験年数15年
301,908円
273,175円
279,633円

経験年数20年
365,310円
304,978円
322,200円

一般行政職

一般行政職

現業職（技能労務職）

581,170人

歳出額（A）

169,220,581

実質収支

18,224,592

人件費（B）

29,344,943

人件費率（B/A）

17.3％

平成23年度
人件費率

職員数（A） 給料
給与費

職員手当（退職手当を除く） 期末・勤勉手当 計（B）
一人あたり給与費

（B/A）
3,362人

再任用短時間勤務職員を含みません。

一人あたり平均支給額は、平成24年度に一般・特別会計の一般職に支給された平均額です。

種　類

扶養手当

住居手当

通勤手当

区　　分 給　　料

議員報酬

期末手当

配偶者
配偶者以外
借家・借間
持家
交通機関や自動車などを利用

市長
副市長
議長
副議長
議員
市長・副市長
議長・副議長・議員

月額　1,146,000円（974,100円）
月額　　942,000円（800,700円）

月額　728,000円
月額　664,000円
月額　621,000円
　　　　  3.0月分
　　　　  3.7月分

金　　額

このほかに、管理職手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当などがあります。

勤務時間
休憩時間

区　分

２　職員の勤務成績の評定方法（平成25年4月1日現在）

目　　　的

対　象　者
評定基準日

区　分
短期給付
長期給付
福祉事業

内　　容
職員と被扶養者の病気・けが・出産などに対する給付
職員の年金などの給付
健康の保持増進事業など

区　分
公務災害
通勤災害

区　分
勤務条件に関する措置の要求
不利益処分に関する不服申立て

件数
40件
12件

件数
0件
1件

派遣研修

研修内容など 人　数

1,602人

1,586人
3,188人

84人
101人
14人
3人

202人
3,390人

一般研修
階層別

専　門

２　休暇（平成25年4月1日現在）

１　勤務時間（平成25年4月1日現在）

３　年次有給休暇の取得

５　育児休業など（平成24年度）

４　時間外勤務

種　　類
年次有給休暇

病気休暇

日　　数
1年（年度）につき最高20日付与
医師の証明などで最低限必要と認められる日数
7日間
産前7週間、産後8週間
1回につき1日の範囲内で、そのつど必要と認める時間
勤務の始め・終わりに1日につき1時間まで
生後1年に達しない子を育てる場合、1日2回各30分
続柄に応じて定める日数

結婚
産前、産後
妊婦の通院
妊婦の通勤緩和
育児時間
忌引

主な
特別休暇

区　分
平成24年度
平成23年度

区　分
育児休業

育児短時間勤務
部分休業

処分内容

職員の服務（平成24年度）
区　分

職務専念義務免除
営利企業等従事許可

件数
14件
2件

主な理由
国民体育大会参加など
研修講師など

人数
41人

処分内容 人数
1人
0人
3人

懲戒処分
免職
停職
減給

分限処分 休職

男性
3人
0人
0人

女性
172人
21人
38人

計
175人
21人
38人

平均取得日数
12.0日
11.4日

区　分
平成24年度
平成23年度

1月あたり平均時間
11.1時間
12.8時間

  8:30 ～ 17:15
12:00 ～ 13:00

市長・副市長は、給料の15％を削減して支給（上記カッコ内の額）しています。

支給実績は、一般職の職員に支給された額です。

（4）特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

平成24年度
799,424千円

平成23年度
929,313千円

（5）時間外勤務手当（一般・特別会計決算）

このほかに、出場手当、公害調査業務手当などがあります。

14,066,455 3,711,329 5,528,452 23,306,236 6,932

19.2％

20歳
未満

15
0.4

20 ～
23歳
188
4.5

24 ～
27歳
494
11.7

28 ～
31歳
412
9.8

32 ～
35歳
454
10.8

36 ～
39歳
510
12.1

40 ～
43歳
611
14.5

44 ～
47歳
427
10.1

48 ～
51歳
391
9.3

52 ～
55歳
318
7.6

56 ～
59歳
377
9.0

60歳
以上

7
0.2

部門
区分 職員数（人） 主な増減理由

一般行政
部門

議会
総務企画

税務
民生
衛生
労働

農林水産
商工
土木
小計
教育
消防
小計
病院
水道

下水道
その他
小計

17
393
135
723
369

8
14
48

259
1,966

586
540

1,126
753
102
70

187
1,112
4,204

対前年
増減数

0
▲17
▲3
10

▲6
0
0

▲2
▲9

▲27
▲12
▲3

▲15
27

▲1
▲4
▲4
18

▲24

特別行政
部門

公営企業等
会計部門　

合　計

外国人登録制度の廃止、合併後の職員配置の見直し
合併後の職員配置の見直し
ケースワーカーの増員、保育業務の充実
合併後の職員配置の見直し

事業の終了による減員
合併後の職員配置の見直し

合併後の職員配置の見直し
合併後の職員配置の見直し

医師、医療技術者、看護師等の増
職員派遣期間終了による減
合併後の職員配置の見直し
合併後の職員配置の見直し

条例による定数は4,403人

一人あたり平均支給額は、平成24年度に退職した一般・特別会計の一般職に支給された平均額です。
このほかに、在職時の役職による加算があります。また、勧奨退職は、定年残年数1年につき2パーセント
の加算を行っています。

職員の勤務時間は、一週間あたり38時間45分です。
一部の職場では、その実状に応じ勤務時間の割振り
の変更を行っています。

平均取得日数は、市長事務部局の
職員の平均取得日数です。

月額　13,000円
月額 6,500円
月額　28,000円（限度額）
月額　 6,500円

運賃等相当額又は距離に応じた額（月55,000円限度）

■１　職員の任免・職員数の状況

■３　職員の勤務時間・そのほかの勤務条件の状況 ■６　職員の研修および勤務成績の評定の状況

■２　職員の給与の状況

■　５職員の服務の状況

■７　職員の福祉および利益の保護の状況

■８　勤務条件に関する措置の要求、不利益処分に関する不服申立ての状況

１　共済制度の概要（平成24年度）

公平委員会の業務（平成24年度）

２　公務災害の発生（平成24年度）

問い合わせ…職員課　A048-259-9033・048-258-4804　E048-258-1122
　　　　　　部門別職員数…行政管理課　A048-258-1640　公平委員会の業務…公平委員会　A048-259-9021

主事補・技師補級
主事・技師級
主任級
係長級
課長補佐級
課長級
接遇、人権問題、メンタルヘルス、セクシュアル・ハラスメント防止など
　　　　　　小　計
自治大学校・大学院など
彩の国さいたま人づくり広域連合
講師養成研修など
そのほか
　　　　　　小　計
　　　　　　合　計

公務員ルール、接遇、法制度など
公務員倫理など
政策法務など
経営能力養成など
コーチングなど
リスクマネジメントなど

勤務成績の評定を実施し、その結果を昇任、研修、人事異動などに
活用しています。
部長職を除く全職員
原則10月1日


